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＊日本地震工学会 「原子力安全のための耐津波工学の体系化に関する調査委員会」 
における役割 



１．「耐津波工学委員会」の概要 

３．成果の要点 

４．報告会の要領  

発表内容（報告書第1章「総説」による） 
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２．目指した目標 



１．「耐津波工学委員会」の概要 
 ＝日本地震工学会 「原子力安全のための耐津波工学 
  の体系化に関する調査委員会」（2012.9～2015.3） 
 ＝「耐津波工学委員会」 
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(1)直接の動機＝2011東日本大震災における原子力発
電所の挙動  

(2)委員会の目的 
+原子力発電所の津波安全を確保するための工学的方
法論の体系化 

+個別技術とシステム評価技術が的確に融合する技術
体系の構築 

+工学の責任の明確化 



(3)多分野間連携の必要性（学術の責任） 

+ 福島事故の主要な原因のひとつ：原子力安全に
関し、学術分野における分野横断的視野の欠如 

+ 地震工学、津波工学、原子力安全工学の分野
横断的討議が不可欠 

+ 「技術ガバナンス」（コラムA）の観点から重要 
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(4)委員会の運営体制 
+ 学界間の協働：日本地震工学会に設置／日本原子力学
会標準委員会との密接な協力のもとに企画・運営 

+ 背景：2008年以降の日本地震工学会と日本原子力学会
の協力関係 

+ 土木学会：原子力土木委員会津波評価小委員会の協力 
+ 委員長と2名の副委員長：地震工学（亀田）、津波工学（今
村）、原子力安全工学（宮野）の専門家 

+ 幹事・委員の構成：これら3分野の専門家を配置、多分野
が連携して討議を行う体制 

+ 外部への発信・意見収集： 
・2014.3.20 原子力安全のための耐津波工学に関するシンポジウム 
・2014.12.6 第14回日本地震工学シンポジウム特別セッション 
・2015.3.20 日本原子力学会春の年会企画セッション 



 「原子力安全のための耐津波工学体系化に関する調査
委員会」名簿（2015年1月現在） 
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＊原子力発電所の津波防御のための工学技術の把握 

＊地震・津波防御における深層防護とリスク論の位置づ
けの明確化 

＊リスク論に基づく原子力発電所の地震・津波安全評価
体系の明確化 

＊ 地震工学，津波工学，原子力安全工学の分野横断的
討議をふまえた総合的視野の構築 

＊以上を包含する地震・津波に対する原子力安全実現
への総合工学的枠組みを「原子力安全の耐津波工
学」として体系化 

２．目指した目標 
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(１) 原子力発電所の津波防御のための工学技術の把握 
（主として／第4、５章（原子力安全工学）、第6章～第10章（津波工学）） 

+ 津波波源の形成，津波伝播・遡上のシミュレーション，津波
が物体や構築物に及ぼす波力などに、すでに顕著な成果 

+ 原子力発電所の構築物・系統・機器（SSC）の耐津波設計を行

うための工学体系は未整備の状況であり、その構築が急務
＝本委員会の第一の動機 

+ 津波による作用の特徴：浸水，波力（波圧），洗掘，浮力，揚
力，予期せぬ経路からの侵入など、多様な様相 

+ 津波フラジリティの特徴：電気品におけるクリフエッジ効果 
+ 原子力発電所の津波に対する安全を確保するための工学的

技術の体系は「耐津波工学」の中核をなすとし，その具体的
方法論を明らかにする 

+ 個別技術の検討においては津波の影響に的を絞る（地震動
との複合効果は、問題提起にとどめる） 
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(２)地震・津波防御における深層防護とリスク論の位置づ

けの明確化（主として第2章） 

+ 深層防護（Defence-in-Depth）の概念＝原子力発電所の安全
の根幹を担う思想として確立 

+ 原子力発電所が持つ大きな潜在リスクへの認識  
⇒ 炉心損傷を起こさせず，例え起こっても外部への放射性

物質の放出とそれによる原子力災害のリスクをいかに小さく
するか  
⇒ 多層の防護機能をプラントシステムに持たせる思想 

+ 計画・設計段階における多様な技術的方策 ⇒ 例：「設計基
準事故」（内的事象） 
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+ 外的事象（特に地震・津波）で注意すべき事項：「共通原因故

障」／「フロントシステム」～「サポートシステム」の機能喪失
／地震・津波ハザードが持つ大きな不確定性に／多様な事
故シナリオを考慮する必要これはPRA（確率論的リスク評価）
によるシステムリスクの評価を要請 

+ リスク評価の過程と結果の情報  
⇒ 深層防護の具体的方策決定に重要な意味 ⇒ 設計段階
（深層防護レベル1～3）と，AM/SAM（深層防護レベル4）およ
び防災・減災（深層防護レベル5）にフィードバック  
⇒ 深層防護全体をバランス良く実現するための重要な評価
手段 

+ 耐津波工学の共通基盤として，深層防護とリスク論の統合的
位置づけを明確にすること 

+ 原子力安全、地震工学、津波工学の専門家が、共通認識に

到達するまで討議を重ねること（ブレーンストーミング）が必
須であり、委員会としての最重点課題 
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(３)リスク論に基づく原子力発電所の地震・津波安全評価

体系の明確化（主として第3章） 

+ 福島第一事故の一義的な原因が津波に対する「設計外外
力」への考慮の不足であったことは明らか 

+ 自然外力が持つ大きな不確定性 ⇒ 外力が設計基準を超え
る領域における安全担保の問題 ⇒ リスク論に基づく意思決
定の枠組みが根幹となる 

+ 規制基準では2006耐震指針において「残余のリスク」として
位置づけられた 

+ 設計とリスク評価は，実務においては分離されてきたが，両

者の間にフィードバックの関係を成立させることにより，原子
力安全確保の体系が完結すると考えるべき 

+ 深層防護の各レベル（各層）とリスク論の連携の明確化 
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図1-1 原子力発電所の地震・津波安全のためのリスク論の位置づけ 



Slide 13 

(４)地震工学，津波工学，原子力安全工学の分野横断的
討議をふまえた総合的視野の構築 

+ 分野を横断する討議は必ずしも容易ではなく，真の意味のブ
レーンストーミングが必要 

+ 学理と現場がシームレスに連携する体系とすることが不可欠

／委員構成は大学・学術研究機関，電力事業者，ゼネコン，
そして電気協会や原子力規制庁の関連技術者を網羅 

+ 討議では，組織の利害を代表することを目的とせず，「事実」

と「論理的整合性」を重んずる学術的な視点に徹するという
合意のもとに活動 
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(５)以上を包含する地震・津波に対する原子力安全実現

への総合工学的枠組みを「原子力安全の耐津波工
学」として体系化 

+ （３．で詳しく説明） 
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３．成果の要点 
（１）報告書の総合性 
序 
1. 総説 
2. 地震・津波工学に求められる原子力安全

の基本事項 
3. リスク論に基づく地震・津波防御の体系 
4. 原子力発電所の地震・津波事故シナリオ 
5. 原子力発電所の津波安全に関する性能 
6. 津波の作用 
7. 津波防御に関する工学的方法 
8. 津波フラジリティ解析 
9. 施設周辺地域における防災・減災対策の

推進 
10. 耐津波工学関連の解析コード 
11. 耐津波工学の課題と展望 
コラム（A～N） 
むすび 
執筆者一覧 
付録（名簿、委員会記録、柴田顧問ﾒｯｾｰｼﾞ） 
English Summary 

【全体の枠組】 

【耐津波安全の基本要素】 

【津波の作用、影響、工学的方法】 

【社会との関わり】 

【今後への方向付け】 

【資料】 



各章間の関係 
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（２）コラムの作成 
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      コラム 
コラムA 技術ガバナンス 

コラムB ハザード 

コラムC 深層防護の役割と効用 

コラムD 多様性・多重性・独立性 

コラムE ALARPの考え方について 

コラムF 原子力分野でのリスクの使われ方 

コラムG 不確定性概念と用語の整理 

コラムH 事故シナリオと事故シーケンス 

コラムI   過酷事故とシビアアクシデント 

コラムJ   SSC 

コラムK 作用（Action） 

コラムL  各種津波対策において設定する
津波について 

コラムM ドライサイト 

コラムN  浸水、冠水、湛水等について 

+ 多分野で討議していると、同

じ概念を異なる用語で表現
したり、同じ用語を異なる概
念で用いたり、ずれがある
場合などがある。 

+ 討議で現れたこれら事例の

うち、重要な用語・概念につ
き、報告書の本文とは別に、
各1ページのコラムを作成し
た。 

+ これにより、分野間交流の
円滑化を図った。 

+ 解説だけでなく、委員会独
自の提案を含むものもある。 





（３）将来展望の提起（第11章） 
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i) 本報告書の到達点 
＝目標5項目に関する検証 

ii) 今後の課題と展望～1（各章からの問題提起に基づく）／ 
（技術課題） 
a) 耐津波安全の基本要素に関する事項 
b) 津波の作用，影響，工学的方法に関する事項 
c) 社会との関わりに関する事項  

iii) 今後の課題と展望～2（学術が果たすべき役割）／ 
（戦略的課題） 
a) 耐津波原子力安全確保の実践に向けた学術の役割 
b) 最新の学術的知見の組み込み 
c) 原子力安全のための津波工学の深化 
d) 学会間の分野横断的協働 
e) 国際関係の強化 

 



（４）モノの形を取らないが将来への重要な資源 
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+ 分野間討議の経験＝宝物 
+ お客様扱いではなく、不毛な対決でもなく、真の意味のブ
レーンストーミングを実践したこと 

+ ブレーンストーミングの要諦3箇条 
i) 向上心が中核にあるという相互信頼 
ii) 「面子」に拘って発展的討議の腰を折らない 
iii) 質的向上が達成されたと互いに納得し確認するまで討議 
  を投げない 

+ 共感に基づくヒューマンネットワーク 
+ 学会という組織間で蓄積された実績の重要性 
+ 今後に活かすべき 
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４．報告会の要領  
プログラム構成 
1)  開会挨拶、関連学会長挨拶  
2)  委員会成果の概要－総合技術体系を目指して（亀田） 
3) 招待講演：「自然災害対策としての津波防災」（首藤先生） 
4) 耐津波安全の基本原則（4件） 
（第2章～第5章関連：宮野、高田、蛯澤、成宮） 

休 憩 (昼食) 
5) 13：10～14：30 津波の作用、影響、工学的方法（4件） 
（第6章～第8章、第10章関連：越村、今村、香月、松山） 

6) 14：30～15：10 社会との関わり（2件） 
（第9関連：佐藤、山田） 

休 憩 (15分) 
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7) パネルディスカッション「耐津波工学の実践と課題」 
（コーディネーター：今村・宮野）  

＊耐津波工学の課題と展望（第11章）紹介（亀田） 
＊パネリスト：吉村 忍（日本電気協会） 

山 口 彰（日本原子力学会） 
香山弘文（経済産業省） 
高橋智幸（土木学会） 
亀田弘行（日本地震工学会） 

8) 閉会挨拶 
9) 懇親会  
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「序」の末尾 
＊当委員会の成果：「原子力安全の耐津波工学」構築の第一歩
を踏み出した段階 

＊今後の取り組み：個別技術課題 & 戦略的課題を提起 
＊ここでは耐津波工学を対象に工学が果たすべき責任を議論：
今後は他の自然災害に視野を広げ，方法論的にも深耕すべき 
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